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回次
第33期

第２四半期累計期間
第32期

会計期間
自2021年９月１日
至2022年２月28日

自2020年９月１日
至2021年８月31日

売上高 （千円） 10,167,663 13,425,012

経常利益 （千円） 598,443 658,063

四半期（当期）純利益 （千円） 393,760 419,285

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － －

資本金 （千円） 100,000 100,000

発行済株式総数 （株） 2,295,000 2,295,000

純資産額 （千円） 3,517,615 3,123,854

総資産額 （千円） 11,951,171 12,018,573

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 85.79 91.35

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － －

１株当たり配当額 （円） － －

自己資本比率 （％） 29.4 26.0

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 1,306,799 △2,403,520

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △16,941 △22,556

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △461,049 2,251,561

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（千円） 1,683,045 854,236

回次
第33期

第２四半期会計期間

会計期間
自2021年12月１日
至2022年２月28日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 16.42

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの、当社株式は

非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

３．当社は、第32期第２四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、第32期第２四半期累

計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

４．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期会計期間の期首か

ら適用しており、当第２四半期累計期間及び当第２四半期会計期間に係る主要な経営指標等については、当

該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

５．当社は、2022年４月27日開催の取締役会決議により、2022年５月18日付で普通株式１株につき２株の割合で

株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当
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期）純利益金額を算定しております。
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２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会

社の異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規上場申請のための有価証券報告書

（Ⅰの部）に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

　また、当社は、前第２四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間と

の比較分析は行っておりません。

(1）財政状態及び経営成績の状況

①　財政状態の状況

（資産）

　当第２四半期会計期間末における流動資産の残高は11,594,147千円となり、前事業年度末に比べて72,239千円

減少しました。これは主に現金及び預金が828,808千円、仕掛販売用不動産が484,729千円それぞれ増加した一

方、販売用不動産が1,232,859千円、未収消費税等が96,307千円、前渡金が76,375千円それぞれ減少したことに

よるものであります。現金及び預金の増加及び販売用不動産の減少は、長期在庫の販売強化により在庫を圧縮し

たことに伴うものであります。固定資産は357,024千円となり前事業年度末に比べ4,838千円増加しました。これ

は主に賞与引当金の増加等により繰延税金資産が4,814千円増加したことによるものであります。

　この結果、総資産は、11,951,171千円となり、前事業年度末に比べ67,401千円減少いたしました。

（負債）

　当第２四半期会計期間末における流動負債は7,318,851千円となり、前事業年度末に比べ230,785千円減少しま

した。これは主に一部の長期借入金及び社債の完済期日が１年内となったこと等により１年内返済予定の長期借

入金が129,868千円、１年内償還予定の社債が100,000千円それぞれ増加した一方、在庫の圧縮等に伴い短期借入

金が460,527千円減少したことによるものであります。固定負債は1,114,704千円となり、前事業年度末に比べ

230,375千円減少いたしました。これは主に社債が141,000千円、長期借入金が89,390千円それぞれ減少したこと

によるものであります。

　この結果、負債合計は、8,433,556千円となり、前事業年度末に比べ461,161千円減少いたしました。

（純資産）

　当第２四半期会計期間末における純資産合計は3,517,615千円となり、前事業年度末に比べ393,760千円増加い

たしました。これは、四半期純利益393,760千円の計上に伴う利益剰余金の増加によるものであります。

　この結果、自己資本比率は29.4％(前事業年度末は26.0％）となりました。

②　経営成績の状況

　当第２四半期累計期間における日本経済は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響によって東京都をはじめと

する全国の多くの都道府県において緊急事態宣言やまん延防止等重点措置の発出・解除が繰り返されたことなど

から、引き続き全体的な盛り上がりに欠く状況となりました。

　当社の属する不動産業界におきましては、同感染症拡大を受けた在宅勤務機会の増加など生活様式の変化に伴

って、部屋数が多くより広い居住スペースを持つ戸建住宅への関心が高まったこともあり、分譲戸建住宅への需

要は堅調に推移していますが、一方で、同感染症の完全な収束がまだ見通せないこと、世界的な木材の供給不足

や価格高止まりが続いていること、半導体不足や物流価格上昇の影響で木材以外の建築資材にも不足・高騰が生

じていることに加え、2022年２月のロシアによるウクライナへの軍事侵攻で世界的に政治・経済情勢がより混迷

の度合いを増したことなどから、依然として事業環境の先行き不透明感が高い状況です。

　このような状況のもと、当社は『「家がほしい」すべての人のために。』を理念とし、品質・性能・居住性を追

求しデザイン性に優れた住宅を、周辺相場等を意識した合理的な価格で提供しながら、各事業エリアでの更なる

シェア拡大に努めてまいりました。

　以上の結果、当第２四半期累計期間における業績は、売上高10,167,663千円、営業利益645,766千円、経常利

益598,443千円、四半期純利益393,760千円となりました。

　なお、当社は戸建分譲事業のみの単一セグメントであり重要性が乏しいため、セグメント情報の記載を省略し

ております。
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③　キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、1,683,045千円となり、前

事業年度末に比べて828,808千円増加しました。各キャッシュ・フローの状況とそれぞれの要因は、次のとおりで

あります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、1,306,799千円となりました。主な要因は、法人税等の支払額により221,930

千円を支出した一方、長期在庫の販売強化により在庫を圧縮したことに伴う棚卸資産の減少額748,129千円、税

引前四半期純利益の計上598,443千円、未収消費税等の減少額96,307千円、前渡金の減少額76,375千円により、

それぞれ資金を獲得したことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、16,941千円となりました。主な要因は、相模原支店の開設等に伴う有形固定

資産の取得による支出11,175千円、業務用基幹システムのリプレイスに伴う無形固定資産の取得による支出

4,631千円により、それぞれ資金を支出したことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、461,049千円となりました。主な要因は、長期借入れによる収入250,000千円

により資金を獲得した一方、在庫の圧縮等に伴う短期借入金の純減少額460,527千円、長期借入金の返済による

支出209,522千円により、それぞれ資金を支出したことによりものであります。

(2）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありませ

ん。

(3）経営方針・経営戦略等

　当第２四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第２四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあり

ません。

(5）研究開発活動

　該当事項はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 9,180,000

計 9,180,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

（注）2022年４月27日開催の取締役会決議により、2022年５月18日付で株式分割に伴う定款の変更を行い、発行可能株式

総数は9,180,000株増加し、18,360,000株となっております。

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2022年２月28日）

提出日現在発行数（株）
（2022年５月20日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,295,000 4,590,000 非上場

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

100株であります。

計 2,295,000 4,590,000 － －

②【発行済株式】

（注）2022年４月27日開催の取締役会決議により、2022年５月18日付で株式分割に伴う定款の変更を行っております。こ

れにより、発行済株式総数は2,295,000株増加し、4,590,000株となっております。

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

2021年12月１日～

2022年２月28日
－ 2,295,000 － 100,000 － －

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（注）2022年４月27日開催の取締役会決議により、2022年５月18日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っ

ております。これにより、発行済株式総数は2,295,000株増加し、4,590,000株となっております。
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2022年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

伴野　博之 神奈川県横浜市港北区 1,928,000 84.01

伴野アセットマネジメント株式会社 神奈川県横浜市港北区篠原西町14番2-1号 250,000 10.89

ホームポジション従業員持株会 静岡県静岡市清水区吉川260番地 117,000 5.10

計 － 2,295,000 100.00

（５）【大株主の状況】

（注）当社は2022年５月18日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、上記所有株式数につい

ては、当該株式分割前の所有株式数を記載しております。

2022年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　2,295,000 22,950

完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株であります。

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 2,295,000 － －

総株主の議決権 － 22,950 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（注）2022年４月27日開催の取締役会決議により、2022年５月18日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っ

ております。これにより、完全議決権株式（その他）の株式数は4,590,000株に、議決権の数は45,900個になって

おります。また、発行済株式総数は4,590,000株に、総株主の議決権は45,900個になっております。

②【自己株式等】

　　　　該当事項はありません。

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
　当社は、株式会社東京証券取引所の「有価証券上場規程」第204条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条

の２第１項の規定に準じて、第２四半期会計期間（2021年12月１日から2022年２月28日まで）及び第２四半期累計期

間（2021年９月１日から2022年２月28日まで）に係る四半期財務諸表について、太陽有限責任監査法人による四半期

レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

４．最初に提出する四半期報告書の記載上の特例

　当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同

四半期との対比は行っておりません。
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（単位：千円）

前事業年度
（2021年８月31日）

当第２四半期会計期間
（2022年２月28日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 854,236 1,683,045

完成工事未収入金 － 2,278

販売用不動産 4,137,285 2,904,426

仕掛販売用不動産 6,280,688 6,765,417

前渡金 177,639 101,264

前払費用 23,948 32,530

未収消費税等 136,798 40,491

その他 55,789 64,694

流動資産合計 11,666,387 11,594,147

固定資産

有形固定資産

建物 199,073 202,671

減価償却累計額 △61,596 △67,297

建物（純額） 137,476 135,374

構築物 9,822 9,822

減価償却累計額 △6,724 △6,922

構築物（純額） 3,098 2,900

車両運搬具 26,419 28,721

減価償却累計額 △23,206 △25,126

車両運搬具（純額） 3,212 3,594

工具、器具及び備品 71,985 77,024

減価償却累計額 △52,637 △56,150

工具、器具及び備品（純額） 19,348 20,873

土地 58,589 58,589

建設仮勘定 1,080 800

有形固定資産合計 222,806 222,133

無形固定資産

ソフトウエア 11,279 20,545

ソフトウエア仮勘定 7,903 －

電話加入権 635 635

無形固定資産合計 19,818 21,181

投資その他の資産

出資金 90 110

長期前払費用 9,219 7,867

繰延税金資産 78,418 83,233

差入保証金 21,833 22,498

投資その他の資産合計 109,560 113,709

固定資産合計 352,185 357,024

資産合計 12,018,573 11,951,171

１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】
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（単位：千円）

前事業年度
（2021年８月31日）

当第２四半期会計期間
（2022年２月28日）

負債の部

流動負債

短期借入金 6,132,231 5,671,703

１年内償還予定の社債 82,000 182,000

１年内返済予定の長期借入金 198,073 327,941

工事未払金 649,690 689,975

未払金 41,280 39,537

未払費用 39,059 18,679

未払法人税等 222,059 209,626

前受金 105,297 88,773

預り金 11,416 11,370

賞与引当金 68,530 78,010

その他 － 1,235

流動負債合計 7,549,637 7,318,851

固定負債

社債 270,000 129,000

長期借入金 1,063,884 974,494

資産除去債務 11,196 11,210

固定負債合計 1,345,080 1,114,704

負債合計 8,894,718 8,433,556

純資産の部

株主資本

資本金 100,000 100,000

利益剰余金 3,023,854 3,417,615

株主資本合計 3,123,854 3,517,615

純資産合計 3,123,854 3,517,615

負債純資産合計 12,018,573 11,951,171
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（単位：千円）

当第２四半期累計期間
（自　2021年９月１日

至　2022年２月28日）

売上高 10,167,663

売上原価 8,663,076

売上総利益 1,504,586

販売費及び一般管理費 ※　　858,820

営業利益 645,766

営業外収益

受取利息及び配当金 6

受取手数料 9,698

その他 3,854

営業外収益合計 13,558

営業外費用

支払利息 59,224

社債利息 1,657

営業外費用合計 60,881

経常利益 598,443

税引前四半期純利益 598,443

法人税、住民税及び事業税 209,497

法人税等調整額 △4,814

法人税等合計 204,682

四半期純利益 393,760

（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】
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（単位：千円）

当第２四半期累計期間
（自　2021年９月１日

至　2022年２月28日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 598,443

減価償却費 15,479

受取利息及び受取配当金 △6

支払利息及び社債利息 60,881

売上債権の増減額（△は増加） △2,278

棚卸資産の増減額（△は増加） 748,129

仕入債務の増減額（△は減少） 40,285

賞与引当金の増減額（△は減少） 9,480

前受金の増減額（△は減少） △16,524

前渡金の増減額（△は増加） 76,375

未収消費税等の増減額（△は増加） 96,307

その他 △35,053

小計 1,591,518

利息及び配当金の受取額 6

利息の支払額 △62,795

法人税等の支払額 △221,930

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,306,799

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △11,175

無形固定資産の取得による支出 △4,631

差入保証金の差入による支出 △1,432

差入保証金の返還による収入 318

その他 △20

投資活動によるキャッシュ・フロー △16,941

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △460,527

長期借入れによる収入 250,000

長期借入金の返済による支出 △209,522

社債の償還による支出 △41,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △461,049

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 828,808

現金及び現金同等物の期首残高 854,236

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※　　1,683,045

（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、

当該財又はサービスと交換に受け取れると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。なお、従来

は工事契約に関して、進捗部分について成果の確実性が認められる工事には工事進行基準を、それ以外の工事

については工事完成基準を適用しておりましたが、第１四半期会計期間の期首より、一定の期間にわたり充足

される履行義務について、期間がごく短い工事を除き、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に

基づき収益を一定の期間にわたり認識する方法に変更しております。履行義務の充足に係る進捗度の見積り

は、原価比例法に準じた方法によっております。これによる当第２四半期累計期間の損益に与える影響はあり

ません。また、収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項のただし書きに定める経過的

な取扱いに従っておりますが、利益剰余金期首残高に与える影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる四半期財務諸表に与

える影響はありません。

（追加情報）

　棚卸資産の評価、固定資産の減損及び繰延税金資産の回収可能性等については、新型コロナウイルス感染症

の影響を考慮して見積り及び判断を行っております。現在までの推移を踏まえると、同感染症のまん延が始ま

る前の水準まで経済・社会活動が回復するまでには今後も一定の期間がかかると予想されるものの、当該影響

については軽微なものにとどまるものと仮定しております。

当第２四半期累計期間
（自　2021年９月１日

至　2022年２月28日）

賞与引当金繰入額 59,700千円

支払手数料 232,785

（四半期損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

当第２四半期累計期間
（自　2021年９月１日

至　2022年２月28日）

現金及び預金勘定 1,683,045千円

現金及び現金同等物 1,683,045

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

りであります。

（株主資本等関係）

　当第２四半期累計期間（自　2021年９月１日　至　2022年２月28日）

１　配当金支払額

　　該当事項はありません。

２　基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後　　

となるもの

　　　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当第２四半期累計期間（自　2021年９月１日　至　2022年２月28日）

　当社の事業セグメントは、戸建分譲事業のみの単一セグメントであり、セグメント情報の記載を省略してお

ります。

一定の期間にわたって認識する収益（注）１ 44,526

一時点で認識する収益（注）２ 10,123,137

顧客との契約から生じる収益 10,167,663

その他の収益 －

外部顧客への売上高 10,167,663

（収益認識関係）

　当第２四半期累計期間（自　2021年９月１日　至　2022年２月28日）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

（注）１　注文住宅における請負工事に係る収益であります。

２　主に、戸建住宅の分譲（土地のみの分譲を含む）に係る収益であります。なお、一定の期間にわたり充

足される履行義務で、金額的重要性が乏しい、又はごく短い期間にわたり充足される履行義務に該当す

る金額を含めて表示しております。

当第２四半期累計期間
（自　2021年９月１日

至　2022年２月28日）

１株当たり四半期純利益金額 85円79銭

（算定上の基礎）

四半期純利益金額（千円） 393,760

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 393,760

普通株式の期中平均株式数（株） 4,590,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

－

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　　　（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上

場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

２　当社は、2022年５月18日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。期首に当該

株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

（重要な後発事象）

（株式分割）

当社は、2022年４月27日開催の取締役会決議により、2022年５月18日付で普通株式１株につき２株の割合で株

式分割を行っております。

１．株式分割の目的

当社株式の流動性向上と投資家層の拡大を目的とするものであります。
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２．株式分割の概要

（1）分割方法

2022年５月17日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有株式を、１株につき２

株の割合で分割しております。

（2）分割により増加する株式数

①株式分割前の発行済株式数　　　　　　　　　　2,295,000株

②株式分割により増加する株式数　　　　　　　　2,295,000株

③株式分割後の発行済株式数　　　　　　　　　　4,590,000株

④株式分割後の発行可能株式総数　　　　　　　 18,360,000株

（3）株式分割の効力発生日

2022年５月18日

（4）１株当たり情報に与える影響

「１株当たり情報」は、期首に株式分割が行われたと仮定して算出しており、これによる影響については、当

該箇所に反映されております。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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